


























































































　　　　Kapital und Rente nach den　neueren　nationalokonomischen Theorien,
　　　　Jena 1893｡ の続編として通用しうるものでもある。
　　　　　前著で私は，ワルラスLeon Walras, 1834-1910の先例にならって，しか
　　　　しジェボンズWilliam Stanley Jevons, 1835-1882とベームーバベルク

























　　　　の『租税転嫁論』1894年Edwin R. A. Seligman,1861-1939, The Shifting






































































　　　　ロワーボリューPaul Leroy-Beaulieu, 1842-1912,コーソGustav Cohn,
　　　　1840-1919,シェフレAlbert Schaffle, 1831-1903の場合もそれ以上の簡単




　　　　フォッケの『財政学綱要』1894年Wilhelm Vocke, Die Grundzuge der















































































のためにJ Adolf Held, 1844-1880, Zur Lehre von der Ueberwalzung der



















































　　　　および1889年Kapital und Kapitalzins, I : Geschichte und Kritik der
































































































































































































































































































　　　　くとも，ただ「固定費用J allgemeine Kosten のみを負担するにすぎない，
　　　　ことを前提にしているからである。このケースでは，最大可能な粗収入は
　　　　同時に最大可能な純収益を導びきださざるをえないのである。　しかしも
































































































　　　　　　　　　　　　- 32 (149) -
　　　　1,000（9,000●リレク）＝25マルクである〕。 20ペニヒの税率にあっては，彼
　　　　の商品の販売価格据置きの場合には，独占者は〔純収益10マルク×1,000
　　　　（10,000マルク）一納税分20ペニヒ×1,000（200マルク）＝純利潤9,800マルク
　　　　の形で〕200マルクの損をするであろう。（独占者にとって，いまや理論的に最
　　　　も利益があるはずの）10ペニヒ価格引きあげの場合でも，〔純収益10.1マル
　　　　ク×990 (9,999マルク）一納税額20ペニヒ×990 (198マルク）＝純利潤9,801マ
S. 18　　ルクの形で〕，なお199マルタの損である。　したがって，ここでは独占者の
　　　　相対的利潤は，ただの１マルク［すなわち，その10倍の税率である２マル
　　　　クのケースにおける100マルクの（ふ）2］にすぎないであろう。独占者
　　　　が，この取るに足りない利益をえようとして，値上げの面倒を引き受ける
　　　　ことがほぼないであろうことは，ありそうなことである。それゆえ，〔軽度
　　　　の従量税という〕この徴税様式は，ここでは異議のないものと思われるか
　　　　も知れない。にもかかわらず，もし独占者が価格引きあげを企てるなら
　　　　ば，この場合には，独占者にこの１マルクを手に入れさせるために，消費
　　　　者たちは〔総計で〕ちょうど〔10ペニヒ×990の〕99マルタの金銭的〔追加
　　　　的〕損失を被らなければならない。-しかもこの場合，にもかかわらず
　　　　国庫は〔200マルクー198マルクの税収分の〕２マルクを失うのである。
　　　　　　理論のかかる結果が，価格と販売との間の関連を規定する法則に，換言すれ
　　　　　ば，需要曲線の形状に全く依存しない，ということは強調に値いするであろう。
　　　　　すなわち，小さな変化が問題である場合には，一般的にはあらゆる関数は，１次
　　　　　式によって，またあらゆる曲線は，直線によって代替されうるからである。-
　　　　　　人がしばしば観察したと主張している事実の解明，すなわち，適度な額の生産
　　　　　税ないし消費税が，ときとしてそもそもなんらの価格変動をも引きおこさなかっ
　　　　　た，という事実の解明は，少なくともその一部は疑いもなく上述した状況に存す
　　　　　る。たとえばG.v.シャンツの研究（シュモラー年報，1882年）゛によれば，バイ
－31（150）－
　　　　　純収益への直接課税の場合には，このような結果は生じないであろう。
　　　　しかしここでは，この点に関して，さらにもう一歩ふみだしうるか否かは
　　　　問題である。国家がその独占財に租税を賦課する代りに，当該生産者に彼
　　　　の商品の（国内で）消費される箇数毎に，２マルクの報償金というものをだ
　　　　すことを承認したと仮定しよう。この場合には，独占者にとっては販売価
　　　　格を１マルクだけ引きさげることが，最も利益あるものとなるであろう。
　　　　これによって，需要は1,100箇に増大するのである。したがって独占者の
　　　　純利潤は，いまや11マルク×1,100＝12,100マルクとなる。　しかしながら，
S. 19　他方国家が支払う補助金の額は〔２マルク×1,100の〕2,200マルクである。
　　　　しかし，いまや国家の補給金によって引きおこされた独占者の純利潤の増
　　　　大は，独占者への所得課税の合目的的引きあげによって，彼の利益を損ず
　　　　ることなしに再び国庫に引き入れられる。かくして〔増収分をすべて課徴
　　　　するという〕最も極端なケースでは，国家にとっては2,200マルクー2,100
　　　　マルク＝100マルクのみの損失にとどまる。　しかしこれにたいし，価格引
　　　　きさげのために，以前からの消費者たちは，さっそく1,000マルクの貨幣
　　　　節約に直面する。これに加え，さらに新たに参入した〔100箇分購入の〕消
　　　　費者たちにとっての，一定の〔使用〕効用の追加分も生ずるのである。そ
　　　　　　　　　　　　　　　　－30（151）－
れゆえ公益の見地からすると，このやり方は疑いもなく非常に推奨に値い
するものであろう。もちろん私は，このやり方が実際に適用可能なもので
あると主張しているのではない。すなわち，独占保有者の利益を害するこ
となしに私的独占をヨリよく利用するという企図された目的は，そもそも
実に多くの異った方途で達成されうるであろう。
　いま述べた所は，後に見るであろうように，財政学や経済学の別の諸領
域にも広汎な意味をもつーつの関係に，ただ注意を喚起する意図からのも
のであるにすぎない1）。
　　付　録
　　独占財への年々の需要は，単位価格ｐの関数Ｆ（p）で表される。この関数は連
　続〔かつ微分可能〕であると仮定する。したがって，総粗収入はP ･FCP)によっ
　て表される。さて，独占者の固定（年）費用をＫ，商品１単位当たりの可変費用
　をÅ,で表そう。〔ただし，kは定数と仮定する〕。すると独占者の純収益は明らか
　に次のようになる。
　周知のようにこの式は，j）に関する微分係数がＯとなるとき，最大になる。す
なわち
あるいは
のときに〔純収益は〕最大になる。ちなみに，この関係式［（1）］には，単純な幾
何学的説明が可能である。すなわち，（もし，ｐを曲線の横座標に, FiP)を縦座
標?ﾔるならば,）左辺［一汗］は，当該点における需要曲線の〔いわゆる〕
接線影を表しているからである“。
－29（152）－
　　〔Ｋを含んでいない〕われわれの公式［（1）］が示すように，また，〔ときどきの
総純収益額を均一額だけ減ずることになるので〕おのずから明らかのように，販
売量に左右されない独占者の固定費用［Ｋ］は，最も利益ある価格形成になんら
の影響をもおよぼさない。また同じく，なんらかの定額税も，〔同じ理由から〕最
大利潤価格になんらの変化をも引きおこしえないであろう。もしこの定額税が従
来の全利潤を吸収してしまうほどのものであるならば，その税は，事業をそもそ
も不可能にさせるであろう。
　純収益から一定部分［％］を取りさる租税の場合も，事柄は単純である。この
税も同じく，われわれの方程式［（1）］から直接に結論されるように，価格設定に
は全くふれないままである“ﾆ1）。この租税は，独占保有者の純利潤を税額分〔比例
税率分〕だけ小さくするにすぎない。それ以下でもそれ以上でもない。〔最大利潤
価格に変化がないがゆえに〕消費者たちはそのままである。純収益の増大にとも
なって〔最高段階の税率を示す〕一定パーセントに漸近する〔超過〕累進税率と
いうものもまた，容易に理解されるように，決して別の結論とはならないであろ
　しかし，租税が販売量１単位当たりに定額で課される〔従量税の〕場合には，
している。需要曲線が点Ｐの近くでは，近似的に直線ＡＴで代替されると考えるなら
ば，固定費用尺は無視しうるので，総純収益は長方形PQRSで表しうる。したがって，
ＰがＡＴの中点のとき，この長方形の面積は最大になるという幾何学的事実に式(1)は対
応しているのである。
－28（153）－
これは明らかに，あたかも可変費用［k］が税額分だけ高くなったのと同じ作用
をする。〔もし１単位当たりの〕税額をｓとすれば，いまや最も利益ある価格は
の場合に実現する。〔公式（1）において，可変費用ｶりからÅ,十ｓに増加したのと
同じであるからである〕。容易に証明されるように，このことはつねに価格引き
あげを意味するのである“1）。
　これに反し，租税が一定パーセント，たとえば粗収入の古とか，あるいは同じ
ことだが，財の１単位毎の販売価格の古の場合，いまや明らかに独占者の純利潤
は
で表される。そして次の条件下で純利潤額は最大となる。
よくわかるように，この価格水準は[ﾑﾙ＝(1十言)ゐだから，(2)と(3)の右
辺をくらべて]，固定税率［ｓ]が当該財の１単位毎の可変製造コスト[Å･]の
ちょうどヱになったときの，上述の従量税の場合の価格水準と同じになる。
たとえば遺
言
の五となる従価税というものは，可変費用の大の額の従量税と同
じ価格設定を導びきだすであろう。粗収益の半分を取りさる従価税というもの
は，この点で可変費用と同額の従量税と同等になるであろう，等々。この実に特
徴的な関係もまた，見られるとおり，需要曲線の形状には全く左右されないので
ある。
　しかるに，この〔最大利潤価格水準が等しくなる〕ケースでは，従価税収額の
方が従量税収額よりもョリ大であろうことは上の方程式[(3)]にもとづいて容易
－27（154）一
に証明されるであろう。[(3)]式の左辺は[芦困＜Ｏより]つねに正であるか
ら，明らかに次のようになる。すなわち
　しかし逆に，同じ収税額を二つの方途で課徴することになる場合には，必然的
に価格上昇は，従量税によるよりも従価税による場合の方が，ョリ小さくならざ
るをえない“2)。それゆえ，消費者にとっては従価税の方が従量税よりもョリ利
益のあるものとなる。-しかしながら，同じことは独占保有者自身にたいして
もまた妥当する。独占保有者は〔納税総額を同じとすれば〕，明らかに租税のため
に独占価格を高く設定しなければならないほど，ヨリー層多く損失を被るのであ
る゛3)。(〔従価税が最も利益ある独占価格に影響をあたえないという〕既述した
セリグマンの主張が誤りであることは，ここでは明白である。事実，彼の主張
は，独占者の可変的費用が全く欠落している場合に限り正しいであろう)。-
本文で定立した命題のうちの第２のもの，すなわち，〔従量税において〕価格の引
きあげによって入手される独占者の相対的利潤は，充分に低い税率にあっては税
率の２乗に比例して減少するという命題，の一般的証明は，数学的に訓練されて
いる読者にとっては容易なものであろう。とにかくここでは既述のように証明の
一般性を損うことなしに，当該価格の近くでは，需要曲線をFip) =a一ｍり）と
いった１次式に代替させうるのである。これによって，この証明は全く簡単にな
される゛・4)。
－26（155）－
したがって，相対的利潤は税率ｓの２乗に比例して増減するのである。
－25（156）－
